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１．内部被曝を避けるために必要なことが、バラバラに記述されているだけで、整合

性のある一連のプランになっていないという印象を受ける。 

  内部被曝、また低線量被曝に関してどのような見解をお持ちか。 

２．ＰＡＺ（5 ㎞）・ＵPZ（30 ㎞）・ＰPA（50 ㎞）の区域設定は、国の防災指針に対

応するものだが、福島事故の経験に即せば、範囲が狭すぎないか。 

○2013 年１２月１日に伊方から放出した風船が発見された日時・場所（6 か所）

2 日 15：00 愛媛県西予市野村町野村 原発から 30km

3 日 9：00 と 11：00 愛媛県西予市野村町の 2 か所 原発から 30km

4 日 10：00 愛媛県鬼北町下大野 原発から 40km~50km

 10：30 愛媛県宇和島市大浦 原発から 40km~50km

7 日 13：00 高知県梼原町影野地 原発から 60km 

３．ＵPZ より外の区域では、原子力防災計画が義務づけられていないが、その場合、

県計画は機能するのかとの疑問を持つ。 

ＵPZ 圏外の市町村に避難行動計画策定を要請するのか。 

４．国の緊急事態宣言の遅れや SPEEDI の情報が得られない場合、県はどのような判断

で、避難やヨウ素剤服用等を指示するのか。 

５．特に、モニタリングポストが県内６ヶ所しかない中で、空間放射線量の測定方法

には疑問が残る。また、プルームの予測はどのようなスピードで行われ、どのよう

なスピードで市町村に伝えられるのか。 

６．福島原発事故の反省は、情報の遅れと情報隠し・統制であった。国がそのような

対応となることない担保が必要であるが、協議されているか。また、そのことも視

野に入れた体制が必要である。 

７．高知県に端末の無い「SPEEDI の活用」よりも、気象庁などと連携して、または、 

SPEEDI 情報を独自に入手するしくみを構築して、独自に風向、風力、降雨など、気

象情報収集と予測、解析、ヨウ素剤を内服するタイミングを住民に伝達するしくみ

を検討すべきではないか。 

８．安定ヨウ素剤を服用するためには、危険な事故が起きたと分ったら、ただちに各

市町村で対応する必要があるが、「愛媛県境に隣接する市町のみ備蓄管理を検討する

」と、伊方から 50～60 ㎞の範囲となっている。茨城県取手市、千葉県柏市ほか 200km

離れていてもホットスポットができていることを考慮すべきである。まして、偏西

風が吹けば、高知県全域が風下となり、プルームは県内全体に及ぶ危険性がある。 

９．避難が必要となる場合の「一時移転」などの具体計画は、今後策定するのか。 

また、屋内避難については、あくまでも、一時的なものにとどめるべきであり、

長期にわたる放射線の影響が懸念される場合は、移転するべきであるが、その測定

はどう計画するのか。加えて、移転に関する考え方はお持ちか。 


